
　

第６期定時株主総会招集ご通知に際しての
　

インターネット開示事項
　

連結注記表
　

個別注記表
　

第６期
（2019年１月１日から2019年12月31日まで）

　

セグエグループ株式会社
　

上記事項は、法令及び当社定款第 15 条 の 規 定に基づき、当社ウェブサイト
（https://segue-g.jp/) に掲載することにより、株主の皆様にご提供しております。
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連 結 注 記 表
【連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記】
１．連結の範囲に関する事項
すべての子会社を連結しております。
連結子会社の数
７社
連結子会社の名称
ジェイズ・コミュニケーション株式会社
ジェイズ・テレコムシステム株式会社
ジェイシーテクノロジー株式会社
ジェイズ・ソリューション株式会社
ファルコンシステムコンサルティング株式会社
株式会社アステム
サイバートップ株式会社
当連結会計年度より、ジェイズ・コミュニケーション株式会社が株式会社アステムの株
式の100%を取得したため、同社及び同社の子会社であるサイバートップ株式会社を連
結の範囲に含めております。

２．持分法の適用に関する事項
持分法適用の非連結子会社及び関連会社はありません。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

４．会計方針に関する事項
(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法
①有価証券
その他有価証券
時価のあるもの
決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処
理し、売却原価は移動平均法により算定）を採用しております。

時価のないもの
移動平均法による原価法を採用しております。
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②たな卸資産
通常の販売目的で保有するたな卸資産
評価基準は原価法(収益性の低下による簿価切下げの方法)
ⅰ 商品
移動平均法

ⅱ 未成工事支出金
個別法

ⅲ 貯蔵品
最終仕入原価法

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法
①有形固定資産
定率法を採用しております。ただし、1998年４月以降に取得した建物(建物附属設備
は除く)については、定額法を採用しております。また、2016年４月１日以降に取得し
た建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
建物及び構築物 ３～40年
車両運搬具 ５～６年
工具、器具及び備品 ２～15年

②無形固定資産
自社利用のソフトウェア 社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を
　 採用しております。

市場販売目的のソフトウェア 見込販売収益に基づく償却額と残存有効期間
　 （３年以内）に基づく均等配分額とを比較し、いずれ

　 か大きい額を計上しております。

(3) 重要な引当金の計上基準
　①貸倒引当金

債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権
等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しておりま
す。

　②賞与引当金
従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込み額に基づき当期に見合
う分を計上しております。
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(4) その他連結計算書類の作成のための重要な事項
①重要な繰延資産の処理方法
株式交付費
支出時に全額費用として処理しております。

②退職給付に係る会計処理の方法
当社及び連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に
係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しておりま
す。

③重要なヘッジ会計の方法
ⅰ ヘッジ会計の方法
繰延ヘッジ処理によっております。

ⅱ ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ会計を適用したヘッジ手段とヘッジ対象は以下のとおりであります。
ヘッジ手段…為替予約、通貨オプション
ヘッジ対象…外貨建輸入取引及び外貨建買掛金並びに外貨建売上取引及び外

貨建売掛金

ⅲ ヘッジ方針
デリバティブ取引に係る権限、取引限度額等を定めた内部規程に基づき、外貨
建予定取引に係る為替変動リスクを軽減するために為替予約及び通貨オプション
取引を行っております。

ⅳ ヘッジ有効性評価の方法
ヘッジ手段である為替予約及び通貨オプションとヘッジ対象となる外貨建輸入
予定取引及び外貨建買掛金並びに外貨建売上取引及び外貨建売掛金に関する重要
な条件が同一であるため、ヘッジに高い有効性があるものと判断しております。

④のれんの償却方法及び償却期間
のれんの償却については、その効果が発現する期間を個別に見積もり、20年以内で
均等償却することにしております。

⑤消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
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【会計方針の変更】
一部の連結子会社のたな卸資産のうち、商品に係る評価方法は、従来、総平均法を採用し
ておりましたが、当連結会計年度より、移動平均法に変更いたしました。この変更は、当期
首に実施した基幹システムの変更を契機として、適時に払出原価の算出をすることで、より
迅速かつ適正な期間損益計算を行うことを目的としたものであります。
また、過去の連結会計年度については、移動平均法による単価計算を行うために必要な払
出記録を保持していないため、この会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を算定する
ことは実務上不可能であります。そのため、前連結会計年度末における商品の帳簿価額を当
連結会計年度の期首残高として、期首から将来にわたり移動平均法を適用しております。
なお、この変更による影響は軽微であります。

【表示方法の変更に関する注記】
（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用に伴う変更）
「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16日）
等を当連結会計年度の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表
示し、繰延税金負債は固定負債の区分に表示しております。

【連結貸借対照表に関する注記】
有形固定資産の減価償却累計額 753,781千円
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【連結株主資本等変動計算書に関する注記】
１．当連結会計年度の末日における発行済株式の種類及び総数
普通株式 11,487,200株

　
２．剰余金の配当に関する事項
(1) 配当金支払額等

決 議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円) 基 準 日 効 力 発 生 日

2019年３月28日
定 時 株 主 総 会 普通株式 利益剰余金 57,291 　10 2018年12月31日2019年３月29日

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度にな
るもの

決 議 予 定 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円) 基 準 日 効 力 発 生 日

2020年３月24日
定 時 株 主 総 会 普通株式 利益剰余金 114,869 　10 2019年12月31日2020年３月25日

３．当連結会計年度の末日における当社が発行している新株予約権の目的となる株式の数
普通株式 280,358株
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【金融商品に関する注記】
１．金融商品の状況に関する事項
(1) 金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については、一時的な余資を安全性の高い金融資産で運用
する方針であります。また、運転資金については、主として銀行との当座貸越契約によ
り調達する方針であります。設備投資資金については、自己資金及び銀行からの長期借
入金により調達する方針であります。デリバティブは、当社の通常営業取引に損失が見
込まれる場合、当該損失を回避する目的のみに利用し、投機的な取引は行わない方針で
あります。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク並びに管理体制
営業債権である受取手形、売掛金及び電子記録債権は、顧客の信用リスクに晒されて
おります。当該リスクに関しては、取引先の信用状況を監視するとともに、取引先ごと
の債権残高を随時把握することによってリスクの軽減を図っております。なお、売掛金
には外貨建のものがあり、為替の変動リスクにさらされておりますが、為替予約及び通
貨オプションを利用して当該リスクを軽減しております。
投資有価証券は、業務上の関係を有する企業の株式等であり、市場価格等の変動リス
クに晒されておりますが、定期的に時価や発行会社の財務状況等を把握し、そのリスク
状況を勘案して、保有状況を継続的に見直すことで、リスクの軽減を図っております。
営業債務である買掛金は、そのほとんどが１年内の支払期日であり、適時に資金管理
を行うことにより、支払期日に支払いを実行できなくなるリスクを管理しております。
なお、買掛金には外貨建のものがあり、為替の変動リスクにさらされておりますが、為
替予約及び通貨オプションを利用して当該リスクを軽減しております。
デリバティブ取引のうち為替予約及び通貨オプションは、外貨建輸入取引及び外貨建
売上取引に係る為替の変動リスクの軽減を目的としております。また、デリバティブ取
引については、内部規程に従って、取引の実行及び管理を行っております。なお、ヘッ
ジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジの有効性の評価方法等に
ついては、前述の連結計算書類作成のための基本となる重要な事項「４. 会計方針に関
する事項 (4) その他の連結計算書類の作成のための重要な事項 ③重要なヘッジ会計
の方法」をご参照下さい。

(3) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的
に算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込ん
でいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することもあり
ます。
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２．金融商品の時価等に関する事項
連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。な
お、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません((注
２)を参照下さい。)。

連結貸借対照表計上額
(千円)

時価
(千円)

差額
(千円)

(1) 現金及び預金 2,180,682 2,180,682 ―
(2) 受取手形及び売掛金 1,205,503
　貸倒引当金 ※１ △848

1,204,671 1,204,671 ―
(3) 電子記録債権 30,019 30,019 ―
(4) 投資有価証券
　 その他有価証券 250,759 250,759 ―

資産計 3,695,555 3,695,555 ―
(1) 買掛金 508,448 508,448 ―
(2) 長期借入金 ※２ 17,886 17,977 91

負債計 526,334 526,426 91
デリバティブ取引 ※３ △103 △103 ―
※１．受取手形及び売掛金に対応する一般貸倒引当金を控除しております。
※２．長期借入金には、１年内返済予定の長期借入金が含まれております。

　 ※３．デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しております。

(注１) 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項
資 産
(1) 現金及び預金、(2) 受取手形及び売掛金、(3) 電子記録債権
これらはすべて短期で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していること
から、当該帳簿価額によっております。

(4) 投資有価証券
これらの時価については、株式は取引所の価格によっており、投資信託は取引金融機関
等から提示された価格によっております。

負 債
(1) 買掛金

短期で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿
価額によっております。
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(2) 長期借入金
元利金の合計額を当該社債及び借入の残存期間及び信用リスクを加味した利率で割り引
いた現在価値により算定しております。

デリバティブ取引
デリバティブ取引の時価については、取引金融機関から提示された価格によっております。

(注２) 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の連結貸借対照表計上額
(単位：千円)

区分 2019年12月31日
非上場株式 85,000

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることか
ら、「(4)投資有価証券」には含めておりません。

【１株当たり情報に関する注記】
１株当たり純資産額 242円58銭
１株当たり当期純利益 35円90銭

（注）当社は、2019年12月１日付で普通株式１株につき普通株式２株の割合で株式分割を行っております
が、当事業年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり純資産額及び１株当たり当期純
利益を算定しております。
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【重要な後発事象に関する注記】
（取締役及び監査役に対する株式報酬型ストック・オプション（新株予約権）の発行）
当社は、2018年３月28日開催の第４期定時株主総会において承認されました「取締役及
び監査役に対する株式報酬型ストック・オプション報酬額及び内容決定に関する件」によ
り、当社取締役に対する報酬等として年額80,000千円の範囲内、当社監査役に対して
5,000千円の範囲内で、ストック・オプションとして新株予約権を発行するための報酬等に
つきご承認いただいておりますが、これに基づき、2020年2月13日開催の当社取締役会に
おいて、当社取締役及び監査役に対して株式報酬型ストック・オプションとして発行する新
株予約権の内容を下記のとおり決議いたしました。

記
１．ストック・オプションとして本新株予約権を発行する理由

当社が今後の収益の向上及び企業価値の増大を目指すにあたり、株主の皆様と株価を通
じたメリットやリスクを共有することにより、より一層の意欲と士気を向上させ、当社の
企業価値の向上を図ることを目的として、当社の取締役及び監査役10名に対して、新株
予約権を発行するものであります。

２．新株予約権の名称
セグエグループ株式会社 第６回新株予約権（株式報酬型ストック・オプション）

３．新株予約権発行の要領
（１）新株予約権の割当ての対象者及びその人数並びに割り当てる新株予約権の数

当社取締役 ７名 19,953個
当社監査役 ３名 714個

（２）新株予約権の総数
20,667個とする。
新株予約権１個当たりの目的である株式の数（以下「付与株式数」という。）は、
当社普通株式１株とする。
上記総数は、割当予定数であり、引受けの申込がなされなかった場合等、割り当て
る新株予約権の総数が減少したときは、割り当てる新株予約権の総数をもって発行
する新株予約権の総数とする。
ただし、（３）に定める株式の数の調整を行った場合は、付与株式数についても同
様の調整を行うものとする。
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（３）新株予約権の目的たる株式の種類及び数
当社普通株式 20,667株とする。
なお、新株予約権の目的たる株式の数は、新株予約権の割当日後、当社が株式分
割、株式無償割当て又は株式併合を行う場合、次の算式により調整されるものとす
る。ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株
予約権の目的である株式の数について行われ、調整の結果生じる１株未満の端数に
ついては、これを切り捨てるものとする。
　 調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率
また、上記のほか、割当日後、株式数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じ
たときは、当社は合理的な範囲で必要と認める株式数の調整を行う。

（４）新株予約権と引換えに払い込む金額
新株予約権の１個あたりの払込金額は、新株予約権の割当日において、ブラック・
ショールズ・モデルにより算定した１株当たりのオプション価格に新株予約権１個
当たりの目的である株式の数を乗じた金額とする。なお、新株予約権の割当てを受
ける当社取締役及び監査役は、当該払込金額の払込みに代えて、報酬債権と新株予
約権の払込債務とを相殺するものとする。

（５）新株予約権の行使に際して出資される財産の価額
新株予約権１個あたりの行使に際して出資される財産の価額は、新株予約権を行使
することにより交付を受ける株式１株当たり１円とし、これに付与株式数を乗じた
金額とする。

（６）新株予約権を行使することができる期間
2020年３月３日から2050年３月２日までとする。
ただし、権利行使期間の最終日が当社の休業日にあたるときは、その前営業日を最
終日とする。

（７）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備
金に関する事項
① 新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本金の額は、
会社計算規則第17条第１項の規定に従い算出される資本金等増加限度額の２分
の１の金額とし、計算の結果１円未満の端数が生じる場合は、これを切り上げ
るものとする。

② 新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本準備金の額
は、上記①に記載の資本金等増加限度額から上記①に定める増加する資本金の
額を減じた額とする。

（８）譲渡による新株予約権の取得の制限
譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会の承認を要する。
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（９）新株予約権の取得事由及び条件
① 当社は、当社が消滅会社となる合併契約承認の議案、当社が分割会社となる会
社分割契約又は会社分割計画承認の議案、当社が完全子会社となる株式交換契
約又は株式移転計画承認の議案につき当社株主総会で承認された場合（株主総
会決議が不要な場合は、当社の取締役会決議がなされた場合）は、取締役会が
別途定める日に、新株予約権を無償で取得することができる。

② 当社は、新株予約権者が下記（12）に記載の権利行使の条件に該当しなくなっ
たこと等により権利を行使し得なくなった場合、新株予約権を無償で取得する
ことができるものとする。

③ 新株予約権者が「第６回新株予約権割当契約」の条項に違反した場合、当社は
新株予約権を無償で取得することができる。

（10）組織再編行為の際の新株予約権の取り扱い
当社が合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式
交換又は株式移転（以上を総称して以下「組織再編行為」という。）をする場合に
おいて、組織再編行為の効力発生の時点において残存する新株予約権（以下「残存
新株予約権」という。）の新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第
236条第１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社（以下「再編対象会社」とい
う。）の新株予約権を、以下の条件に基づきそれぞれ交付することとする。この場
合において、残存新株予約権は消滅するものとする。ただし、以下の条件に沿って
再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分
割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画において定めた場合に限る
ものとする。
① 交付する再編対象会社の新株予約権の数
組織再編行為の効力発生の時点における残存新株予約権の新株予約権者が保有
する新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。

② 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類
再編対象会社の普通株式とする。

③ 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数
組織再編行為の条件等を勘案のうえ、上記（３）に準じて決定する。

④ 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額
交付される新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組織再編行為
の条件等を勘案のうえ、調整した再編後の行使価額に新株予約権の目的である
株式の数を乗じて得られる金額とする。
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⑤ 新株予約権を行使することができる期間
上記（６）に定める残存新株予約権を行使することができる期間の開始日と組
織再編行為の効力発生日のうちいずれか遅い日から、上記（６）に定める残存
新株予約権を行使することができる期間の末日までとする。

⑥ 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本
準備金に関する事項
上記（７）に準じて決定する。

⑦ 譲渡による新株予約権の取得の制限
譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議（再
編対象会社が取締役会設置会社でない場合には、「取締役の決定」とする。）によ
る承認を要するものとする。

⑧ 再編対象会社による新株予約権の取得事由及び条件
上記（９）に準じて決定する。

⑨ 新株予約権の行使の条件
下記（12）に準じて決定する。

（11）端数の切捨て
新株予約権者に交付する株式の数に１株に満たない端数がある場合には、これを切
り捨てるものとする。

（12）新株予約権の行使の条件
① 新株予約権者は、当社の取締役及び監査役並びに当社子会社の取締役、監査役
及び執行役員のいずれかの地位を喪失した日の翌日から10日（10日目が休日に
当たる場合には前営業日）を経過する日までに限り、新株予約権を一括して行
使することができるものとする。

② その他の条件については、取締役会決議に基づき、当社と新株予約権者との間
で締結する「第６回新株予約権割当契約」に定めるところによる。

（13）新株予約権にかかる新株予約権証券に関する事項
当社は、新株予約権にかかる新株予約権証券を発行しないものとする。

（14）新株予約権の割当日
2020年３月２日
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【その他の注記】
（企業結合に関する注記）
取得による企業結合
当社の中核子会社であるジェイズ・コミュニケーション株式会社は、2019年２月12日付
取締役会において、株式会社アステム（以下、「アステム社」）の全株式を取得して子会社化
（当社の孫会社化）することを決議し、2019年３月１日付でアステム社の全株式を取得し同
社を子会社化（当社孫会社化）いたしました。また、これによりアステム社の子会社である
サイバートップ株式会社は当社の曾孫会社となりました。

１．企業結合の概要
(1) 被取得企業の名称及びその事業の内容
被取得企業の名称 株式会社アステム
事業の内容 コンピュータネットワーク機器、ＯＡ機器の販売・調整

(2) 企業結合を行った主な理由
当社グループは、ITソリューション事業を展開している企業グループであり、情報セキ
ュリティソリューションに注力しており「安全で快適な情報環境の提供」を経営テーマと
して掲げ、企業グループ、事業規模の拡大並びに顧客基盤と収益の拡大をはかっておりま
す。
福岡市に本社を置き25年の事業実績を有するアステム社は、ネットワーク機器、OA機
器の販売を九州並びに中国地区で展開しており、顧客、パートナーの基盤を保有しており
ます。当社は、グループの中長期的な成長を見据え、福岡（九州）地区を強化していく方
針であり、アステム社の完全子会社化はグループの基盤拡大に資するものと考え、今般の
株式取得を決定したものです。
(3) 企業結合日
2019年３月１日

(4) 企業結合の法的形式
株式取得

(5) 結合後企業の名称
変更ありません。

(6) 取得した議決権比率
100％

(7) 取得企業を決定するに至った主な根拠
当社が現金を対価として全株式を取得したためであります。

２．連結計算書類に含まれている被取得企業の業績の期間
2019年３月１日から2019年12月31日まで
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３．被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳
取得の対価 現金 165,000千円
取得原価 165,000千円

４．主要な取得関連費用の内容及び金額
アドバイザリー費用等 13,643千円

５．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間
(1) 発生したのれんの金額
76,928千円

(2) 発生原因
今後の事業展開によって期待される将来の超過収益力から発生したものであります。

(3) 償却方法及び償却期間
５年間にわたる均等償却

６．企業結合日に受け入れた資産及び引受けた負債の額並びにその主な内訳
流動資産 197,320 千円
固定資産 52,494 千円
資産合計 249,814 千円
流動負債 118,213 千円
固定負債 43,530 千円
負債合計 161,743 千円

７．企業結合が連結会計年度の開始日に完了したと仮定した場合の当連結会計年度の損益計算
書に及ぼす影響の概算額及びその算定方法

売上高 112,784 千円
営業利益 7,197 千円

　（概算額の算定方法）
企業結合が連結会計年度の開始日に完了したと仮定して計算された売上高及び営業利

益と連結損益計算書における売上高及び営業利益との差額を、影響の概算額としており
ます。
　なお、当該注記は監査証明を受けておりません。

（注）連結貸借対照表、連結損益計算書及び連結株主資本等変動計算書の記載金額は千円未満
を切り捨てて表示しております。
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個 別 注 記 表
【重要な会計方針に係る事項に関する注記】
１．有価証券の評価基準及び評価方法
(1) 子会社株式及び関連会社株式
移動平均法による原価法を採用しております。

(2) その他有価証券
時価のあるもの
決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理
し、売却原価は移動平均法により算定）を採用しております。

２．固定資産の減価償却の方法
有形固定資産
　定率法を適用しております。ただし、2016年4月1日以降に取得した建物付属設備に
ついては、定額法を採用しております。

３．繰延資産の処理方法
　株式交付費
　支出時に全額費用として処理しております。

４．引当金の計上基準
退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき
計上しております。
退職給付引当金及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退
職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

５．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

【表示方法の変更に関する注記】
（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用に伴う変更）
「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16日）
等を当事業年度の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示
し、繰延税金負債は固定負債の区分に表示しております。
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【貸借対照表に関する注記】
関係会社に対する金銭債権債務
短期金銭債権 85,802 千円
短期金銭債務 1,197 〃

【損益計算書に関する注記】
関係会社に対する取引高
営業取引による取引高
　営業収益 646,984 千円
　一般管理費 △4,715 〃
営業取引以外の取引による取引高 675 〃

【株主資本等変動計算書に関する注記】
自己株式の数に関する事項
株式の種類 当事業年度期首

の株式数（株）
当事業年度増加
株式数（株）

当事業年度減少
株式数（株）

当事業年度末の
株式数（株）

普通株式 41 195 ― 236
（変動事由の概要）
増加の主な内訳は、次の通りであります。
株式分割による増加 118株
単元未満株式の買取による増加 77株

【税効果会計に関する注記】
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
繰延税金資産
　未払費用 4,819 千円
　退職給付引当金 2,847
　未払事業税 　 1,448
　株式報酬費用 5,653
　資産除去債務 139
繰延税金資産小計 14,907
評価性引当額 △5,653
繰延税金資産合計 9,254
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【関連当事者との取引に関する注記】
子会社等

種類 会社等の名称
又は氏名 所在地

資本金又
は出資金
(千円)

事業の内
容

又は職業

議決権等
の所有
(被所有)割
合(％)

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額

(千円) 科目 期末残高
(千円)

子会社
ジェイズ・コミ
ュニケーション
㈱

大阪市
淀川区 237,500 情報通信業

(所有)
直接
100

経営指導
役員の兼任等

経営指導料
事務委託収入
配当金収入
出向料収入

142,320
189,480
228,664
7,800

営業未収入金
その他

29,502
967

子会社 ジェイズ・テレ
コムシステム㈱

東京都
中央区 50,000 情報通信業

（所有）
直接
100

経営指導
資金貸付
役員の兼任等

利息の受取
貸付の回収

451
15,000

短期貸付金
未収利息

27,500
34

子会社
ファルコンシス
テムコンサルテ
ィング㈱

東京都
中央区 10,000 情報通信業

（所有）
直接
100

経営指導
資金貸付
役員の兼任等

利息の受取 224 短期貸付金未収利息
20,000

19

(注)１．記載金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれておりま
す。

２．経営指導料及び事務受託収入は、グループ会社経営管理のための当社の必要経費を基準として決定し
ております。

３．資金の貸付については、市場金利を勘案して決定しております。

【１株当たり情報に関する注記】
１．１株当たり純資産額 167円38銭
２．１株当たり当期純利益 20円02銭

（注）当社は、2019年12月１日付で普通株式１株につき普通株式２株の割合で株式分割を行っております
が、当事業年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり純資産額及び１株当たり当期純
利益を算定しております。

　
【重要な後発事象に関する注記】

「連結注記表【重要な後発事象に関する注記】」に記載しているため、注記を省略しており
ます。

（注）貸借対照表、損益計算書及び株主資本等変動計算書の記載金額は千円未満を切り捨てて
表示しております。
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